＜沖縄県雇用政策課委託　県内企業雇用環境改善支援事業＞
令和元年度（前期）「人材育成推進者養成講座」応募用紙

記入日　平成30年　　　月　　　日

応募締切－令和元年7月05日（金）／（注）売上など未記入あると審査対象になりません。
	企業名
	

	代表者氏名
	

	所在地
	

	応募担当者
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	ホームページ
	

	事業種別
	

	従業員数
	　　　　名（うち非正規社員　　名）　（平成　　年　　月現在）

	売上高・事業高
	　　　　千円（平成　　年　　　月現在）

	講座受講者
→優先度１
	氏名：
部署・役職：

	講座受講者
→優先度２
	氏名：　
部署・役職：

	コンサルティング演習の対象企業
※12社程度を予定
	コンサルティング演習（事例研究企業演習）への対象企業として、
□立候補いたします。
□立候補しません。



※同一企業で２名受講希望される場合は、講座３節からのコンサルティング演習＝事例研究企業演習対象企業としての立候補が必要となります。コンサルティング演習対象企業として立候補した場合でも、必ずしも２名受講できるとは限りませんので、予めご了承ください。なお、１名受講の場合でも、事例研究対象企業への立候補は可能です。

※今期受講が合計３期以上の受講となる企業については、「人材育成企業認証制度」への申請時期（令和元年前期Or後期）を Ｑ２-Ａ２　の欄に、必ずご記載ください。（認証取得企業は除く）

※受講生の選考は県内企業雇用環境改善支援事業委員会にて行われ、採用・不採用に関わらず６月２６日（水）までの書類もしくはメールにて結果をお知らせいたします。


＜現状課題および申込理由＞
社内人材育成推進者向け（企業経営者、総務・人事担当、役職者など社内人材）と
社外人材育成推進支援者向け（社会保険労務士、中小企業診断士など外部からの支援者）とで
質問内容が異なりますので、ご注意ください。それぞれ質問は３つずつあります。

	社内人材育成推進者向け（企業経営者、総務・人事担当、役職者など社内人材）
Ｑ１：会社として特に意識している人材育成上の課題はありますか？　

	Ａ１：箇条書きで３つの記載が必須。そのうえで、そのそれぞれに詳細内容を記載してください。

課題１：



課題２：



課題３：







	社外人材育成推進支援者向け（社会保険労務士、中小企業診断士など外部からの支援者）
Ｑ１：日常業務を通じて感じる沖縄県における典型的な人材育成上の課題はありますか？

	Ａ１：箇条書きで３つの記載が必須。そのうえで、そのそれぞれに詳細内容を記載してください。

課題１：



課題２：



課題３：








	社内人材育成推進者向け（企業経営者、総務・人事担当、役職者など社内人材）
Ｑ２：講座での学びを、会社としてどのような体制で、どのような人材育成を推進する予定ですか？　

	Ａ２：担当する部署や実施する時期などについて、より具体的に記載してください。



















	社外人材育成推進支援者向け（社会保険労務士、中小企業診断士など外部からの支援者）
Ｑ２：講座での学びを、クライアント企業に対してどのように役立て、支援し解決する予定ですか？

	Ａ２：担当する部署や実施する時期などについて、より具体的に記載してください。





















	社内人材育成推進者向け（企業経営者、総務・人事担当、役職者など社内人材）
Ｑ３：受講希望者の経歴、実績、能力、意欲、受講後の役割についてご記入ください。（他薦）
　　　なお、受講企業者が経営者の場合は、自薦でも構いません。

	Ａ３：受講希望優先順位　１　の方　
＜受講生氏名＞


＜推薦者氏名・会社名・役職名＞



＜推薦理由、経歴、実績、能力、意欲、受講後の役割など＞











	社内人材育成推進者向け（企業経営者、総務・人事担当、役職者など社内人材）
Ｑ３：受講希望者の経歴、実績、能力、意欲、受講後の役割についてご記入ください。（他薦）
　　　なお、受講企業者が経営者の場合は、自薦でも構いません。

	Ａ３：受講希望優先順位　２　の方
＜受講生氏名＞


＜推薦者氏名・会社名・役職名＞



＜推薦理由、経歴、実績、能力、意欲、受講後の役割など＞











	社外人材育成推進支援者向け（社会保険労務士、中小企業診断士など外部からの支援者）
Ｑ３：受講希望者の経歴、実績、能力、意欲、受講後の役割についてご記入ください。（他薦・自薦）

	Ａ３：
＜受講生氏名＞


＜推薦者氏名・会社名・役職名＞



＜推薦理由、経歴、実績、能力、意欲、受講後の役割など＞










＜追加募集－応募書類提出先＞
郵送の場合は・・・　2019年7月05日（金）当日消印有効。
〒900-0014　沖縄県那覇市松尾1-19-27　ミルコ那覇ビル４階
特定非営利活動法人沖縄人財クラスタ研究会　「人材育成推進者養成講座」 事務局 宛て

メール添付の場合は・・・2019年7月05日（金）16時必着。
[bookmark: _GoBack]件　名：【追加募集】令和元年度（前期）人材育成推進者養成講座　応募書類
添　付：応募書類は、ワードをそのまま添付ではなく、ＰＤＦ化して添付をお願いいたします。
宛先その１：　info@human-okinawa.org、宛先その２： human_okinawa@yahoo.co.jp
注意：メール送信後、48時間以内に応募書類受領の旨の返信メールがない場合は、
事務局 098-943-7789  までご連絡ください。

----------------------------------------------------------------------------------
沖縄県商工労働部雇用政策課委託　
令和元年度　県内企業雇用環境改善支援事業「令和元年（前期）人材育成推進者養成講座」
事務局：特定非営利活動法人沖縄人財クラスタ研究会 
共同体：エスエフシー、慶応義塾大学ＳＦＣ研究所、ＣＵＰ、琉球インタラクティブ
連　絡　先：特定非営利活動法人沖縄人財クラスタ研究会　
〒900-0014　沖縄県那覇市松尾1-19-27　ミルコ那覇ビル４階
電話：098-943-7789　　FAX：098-943-7785　　メール：info@human-okinawa.org

＜沖縄県雇用政策課委託
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＜沖縄県雇用政策課委託   県内企業雇用環境改善支援事業＞   令和元年度 （ 前期 ） 「人材育成推進者養成講座」 応募用紙     記入日   平成 30 年      月      日     応募締切－ 令和元 年 7 月 05 日（ 金 ） ／ （注） 売上など未記入あると審査対象になりません。  

企業名   

代表者氏名   

所在地   

応募担当者   

電話番号   

メールアドレス   

ホームページ   

事業種別   

従業員数        名 （うち非正規社員    名）   （平成    年    月現在）  

売上高 ・事業高       千 円（平成    年     月現在）  

講座受講者   →優先度１  氏名：   部署・役職：  

講座受講者   →優先度２  氏名：     部署・役職：  

コンサルティング演 習 の対象企業   ※ 12 社程度を予定  コンサルティング演習（事例研究企業演習）への対象企業として、   □立候補いたします。   □立候補しません。  

  ※ 同一企業で２名 受講希望 される場合は、講座 ３節 から の コンサルティング演習＝ 事例研究 企業 演習 対 象 企業 としての 立候補が必要 となります。 コンサルティング演習 対象企業として立候補した場合でも、 必ずしも２名受講できるとは限りませんので、予めご了承ください。 なお、１名 受講 の場合 でも、 事例研 究 対象企業 への 立候補は可能です。     ※今期受講 が合計 ３期以上の受講となる企業については、「人材育成企業認証制度」への申請 時期（令 和元年前期 Or 後期）を   Ｑ２ - Ａ２   の欄に、必ずご記載ください。（認証取得企業は 除く ）     ※ 受講生の選考は県内企業雇用環境改善支援事業委員会にて行われ、採用・不採用に関わらず ６ 月 ２６ 日（ 水 ）までの 書類 もしくはメール にて結果をお知らせいたします。      

